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1． 実例

一般人AによってBが殺害され、それを見ていたCによる通報を受けた警察は、現場付近でAを現行犯逮捕した。それを受けてDテレビ局はAの犯罪につき、実名・犯行の手口・動機を報じた。Aはこの報道につき非常に不快感を覚えた。
2． 問題の提起

　　　今回の犯罪において、Aの実名は犯罪事実の一部として報道されているが、果たして加害者Aの実名は報道されていいのだろうか。

3． 諸概念概論
（1） 知る権利

　人間の精神的活動は、「自分で考え、それを他人に伝え又他人の意見や情報を知り、それを基にまた自分で考え・・・」の繰り返しで成り立っている。従って精神的自由の保障においては、この繰り返しの内容の全てを保障するものでなければ、不十分である。　　　また、表現の自由を保障する憲法２１条は、表現活動というものの性質上、当然に受け手の存在を前提としている。よって憲法２１条によって保障されているのは「単に言いたいことをいう」ことのみならず、「他人とコミュニケーションをする」ことも保障の範囲に含まれると解される。これより、憲法２１条により「他人の意見や情報を知」る権利が保障されていると考えられる。

現代において情報化が進んだ結果、情報の主たる「送り手」たるマス・メディアとその「受け手」たる国民の分離が顕著になってきた。そこで「受け手」からの「知り、聞き、読み、見る自由」を改めて見直す必要が生じたのである。
このような知る権利の内容については、一般に以下の３点が挙げられる。

　　①知る内容につき国家の制約を受けない
　　②国家の有する情報を積極的に開示させる
　　③国政に参与する基盤として、それに関する情報を入手する
（２）プライバシーの権利

もともとは米国において「ひとりで放っておいてもらう権利」として発展してきたものである。日本では「宴のあと
」第一審判決において「私生活をみだりに公開されない法的保障ないし権利」と定義され、その後判例（最判昭５６・４・１４民集３５・３・６２０等）によって憲法上の権利として確立した。
今日においては、「他人を自己の秘密領域に立ち入らせない」という側面に加え、「自己に関する情報をコントロール」して公権力にプライバシーの保護を求めていく積極的な側面も重要になってきている。

プライバシー権の侵害があるか否かの判断をする際には、以下の四用件を満たす必要がある。

1 私生活上の事実又は私生活上の事実らしく受け取られるおそれのある事柄である

2 一般の人々に未だ知られていない

3 一般人の感覚を基準として、公開されることによって心理的な負担、不安を覚えるであ　　　ろうと認められること
④ 公開によって当該私人が実際に不快、不安の念を覚えたこと
この判決は、一般人を基準としてプライバシー侵害の有無を判断していたのに対して、『石に泳ぐ魚』事件東京高裁判決は、「一般人の感覚を基準として、公開されることによって心理的な負担、不安を覚えるであろうと認められること」をプライバシーとしたうえで、「被控訴人がみだりに公開されることを欲せず、それが公開されると被控訴人に精神的苦痛を与える性質の私生活上の事実が記述されている場合には、本件小説の発表は被控訴人のプライバシーを侵害するものと解するべきである」としている。
（３）報道の自由
まず憲法２１条の表現の自由には、当然に事実伝達の自由が含まれる。これより同条から、事実伝達であるところの報道の自由を基礎付けることが出来る。また、前記知る権利で言及したような情報の「送り手」と「受け手」の分離が進んでいる現在では、事実の報道の自由は、受け手の知る権利に奉仕するものであるとして基礎付けることもできる。事実の報道の自由は、判例（特に後者の基礎付け方をしているものにつき、博多駅テレビフィルム提出事件、最大決昭４４・１１・２６刑集２３・１１・１４９０）によっても認められているところである。
報道側の言い分

1 犯罪事実について実名で報道することは人々に社会の病理現象を伝え、社会のあり方を考える素材を提供し、犯罪に及んだり、犯罪の被害者にならぬよう警告する、などの社会的意義がある。

2 犯人が誰であるかということを知るということは、犯罪やその背景を「具体的に」に知るためや犯罪の予防等のため必要である。

3 どのような人物が裁判所から令状をだされ、あるいは警察に拘束されているかを明らかにしておく必要性がある。

4 一概にすべてを実名としておらず、当事者、被害者の迷惑を考えて匿名にして報道している場合もあり、無分別ではない。

5 匿名主義では事実の真相の究明が浅くなる。　　

6 冤罪であるケースでも、冤罪であったという事実を報道すれば本人の名誉は相当な程度

に回復できる。

実名報道のメリット・デメリット
メリット

1 迫真性が高まり、社会がその犯罪の存在を強く認識でき、その犯罪や背景を考えさせることができる。

2 捜査に不手際があった際に実名報道がなされるリスクを抱えることで警察の捜査に緊張感を生む。

3 特定が容易のため、素早くたくさんの情報をさまざまなソースから手に入れられる。

4 実名報道を守る限りは、得た情報の事実確認が確実になされるので、マスメディアに慎重な報道が期待できる。

5 警察の捜査を監視するのが容易。

6 国民の好奇心を満たせる。

デメリット

1 加害者に著しい精神的負担を強いる。

2 加害者の社会復帰が著しく困難な状況を社会全体に作り出す。

3 加害者本人だけでなく、その家族も電話や手紙を通じて言われ無き中傷を受ける。

4 冤罪であった場合、甚大な被害を与えることになる上、その名誉の回復は困難。

5 被害者側から加害者側〔本人および家族、会社など〕へのお礼参り等の報復が懸念される。

匿名報道のメリット・デメリット

メリット

1 加害者のプライバシーを極力保護できる。

2 家族への言われなき中傷も可能な限り避けられる。

3 冤罪であった場合でも、その被害の程度を最低限度に抑えられる。

4 本人の社会復帰もしやすくなる。

5 お礼参りなどの二次被害も防げる。

デメリット

1 匿名であることで報道された際のリスクが減り、警察の捜査の緊張感がゆるむ恐れがある。

2 同上の理由から事実確認がなされないままの情報が報道されるケースが起こりうる。

· 参考文献　「マスコミと人権」　実名報道と人権、の章　著：増田　誠氏　
「犯罪報道は変えられる」　浅野氏

「法学セミナー」増刊「資料集　人権と犯罪報道」巻末一覧
�外務大臣を務め、後に東京都知事選挙にも立候補したが落選した著名な政治家有田八郎氏をモデルとして、その妻であった料亭の女将との間の関係を素材にして小説家三島由紀夫氏が書いたモデル小説『宴のあと』（1960年11月、新潮社）に対し、有田氏がプライバシー侵害を主張して損害賠償などを求めた事件。
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